
平成２３年１２月２６日

四国電力株式会社

伊方発電所第３号機
安全性に関する総合評価（ストレステスト）

一次評価の概要について

資料

 

１



1

はじめに

●平成２３年７月２２日、原子力安全・保安院から当社に対し、「東京電力株式
会社福島第一原子力発電所における事故を踏まえた既設の発電用原子炉施設の
安全性に関する総合評価の実施について（指示）」が発出された。

●この評価は、原子力発電所の安全性の更なる向上についての国民・住民の方々
の安心・信頼の確保のため、欧州諸国で導入されたストレステストを参考に、
新たな手続き、ルールに基づく安全評価として実施するものである。
定期検査中で起動準備の整った原子力発電所について順次、安全上重要な施
設・機器等が設計上の想定を超える事象に対し、どの程度の安全裕度を有する
かについて評価する一次評価と、欧州諸国のストレステストの実施状況、東京
電力福島第一原子力発電所事故調査・検証委員会の検討状況も踏まえ、稼働中
の発電所、一次評価の対象となった発電所も含めた全ての原子力発電所を対象
に、総合的な安全評価を実施する二次評価に分けて行われることとなっている。

●この度当社は、起動準備の整った伊方３号機について、９月３０日時点におけ
る施設と管理状態を対象に、ストレステストの一次評価を実施した。本資料は、
その概要をとりまとめたものである。



2

○今般の東日本大震災に起因する福島第一原子力発電所事故は、津波により発電所

 の３つの機能（全交流電源、海水冷却機能、ＳＦＰの冷却機能）が喪失したことが

 主な要因と考えられる。

緊急安全対策

●津波発生による想定事象

3つの機能（全交流電源、海水冷却機能、ＳＦＰの冷却機能）を全て喪失

・蓄電池枯渇

⇒直流電源、計装用電源の喪失(プラント監視機能の喪失 )
・タービン動補助給水ポンプによる蒸気発生器２次側への給水、給水源の枯渇

⇒蒸気発生器からの除熱機能の喪失

・全交流電源喪失

⇒ＳＦＰ冷却機能の喪失

●対応シナリオ

3つの機能を全て喪失した場合においても、継続的に原子炉および使用済燃料を冷

 却するために、「緊急安全対策」として整備し、多重防護の強化を図っている。
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強化項目 緊急安全対策（整備済み）

全交流電源喪失時の

電源確保対策

○１／２号機用に３００ｋＶＡ電源車各１台を配備

○３号機用に４，５００ｋＶＡ電源車１台を配備
・予備として、３００ｋＶＡ電源車１台を配備

・発電所に隣接する変電所から構内までの配電線（6,600Ｖ）の敷設

除熱機能の

確保対策

○除熱のための水を補給するため、既存の消防自動車に加え、可搬型

消防ポンプ、海水取水用水中ポンプ等を配備

使用済燃料ピットの

冷却確保対策

○冷却のための水を補給するため、既存の消防自動車に加え、可搬型

消防ポンプ等を配備

建屋等への浸水対策
○安全上重要な機器が設置されているエリアの建屋入口扉等へのシー

ル施工

○各強化項目について、対応シナリオ実現のために必要となる設備・資機材の緊急点検を実施

するとともに、緊急時対応計画を策定のうえ訓練を実施し、対応シナリオを確実に遂行できる

ことを確認した。

整備済みの緊急安全対策の内容

（※：クリフエッジ評価において考慮せず）

※
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緊急安全対策のまとめ（１／３）

MM
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緊急安全対策のまとめ（２／３）

補助給水タンク(T.P.+25.9m)

中央制御室
(T.P.+17.8m)

蓄電池室(T.P.+10.3m)

タービン動補助給水ポンプ(T.P.+10.0m)

非常用ディーゼル発電機(T.P.+10.3m)

安全系遮断器(T.P.+10.3m)

使用済燃料
ピット

T.P.+10m

電源車

消防自動車

蒸気発生器

原子炉格納容器

原子炉容器

蒸気タービン

海水ポンプ

原子炉建屋

淡水タンク

海

循環水ポンプ
(許容津波高さT.P.+5.5m※)

所内変圧器

T.P.+10.2m
T.P.+10.3m

シール施工範囲
T.P.+14.2mまで

T.P.+ ３２ｍ

海水取水用
水中ポンプ

※：循環水ポンプピット下部からの浸水により
循環水ポンプが機能喪失する水位
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緊急安全対策のまとめ（３／３）

 

1 3.5

2 2.9

3 1.9

4 2.1

5 2.1

すべり面形状 すべり安全率

原子炉建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

原子炉建屋

EL.84m

EL.32m

EL.84m

EL.32m

EL.84m

EL.32m

EL.84m

EL.32m

EL.84m

EL.32m

: すべり面: すべり安全率の最小値

すべり面上のせん断抵抗力の和

すべり面上のせん断力の和
すべり安全率 ＝

【参考】周辺斜面の安定性（耐震バックチェック）について

伊方発電所第３号機原子炉建屋周辺には
斜面が存在するが、その斜面の耐震安定性
については耐震バックチェックにおいて確
認している。

耐震バックチェックでは、原子炉建屋へ
及ぼす影響の大きい断面として炉心を通る
南北方向断面を検討断面として選定し、２
次元動的有限要素法解析を行い、想定され
るすべり面のすべりに対する安全率を求め
Ssに対して余裕をもって崩壊しないことを
確認している。

耐震バックチェックにおける評価結果を
右表に示す。
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総合評価の手法（一次評価の項目）

項目 内容

地震 想定を超えて、どの程度の揺れまで燃料損傷に至らないか（ど

 の程度の裕度があるか）を評価

津波 想定を超えて、どの程度の高さまで燃料損傷に至らないかを評

 価

地震と津波との重畳 想定を超える地震と津波が同時発生した場合にどの程度まで

 燃料損傷に至らないかを評価

全交流電源喪失 発電所が完全に停電（全交流電源喪失）した場合に、外部から

 の支援なしでどの程度の時間まで燃料損傷に至らないか評価

最終的な熱の逃し場の

 喪失
燃料の崩壊熱を除熱するための海水を取水できない場合（最終

 的な熱の逃し場の喪失）に外部からの支援なしでどの程度の時

 間まで燃料損傷に至らないか評価

その他のシビアアクシデ

 ント・マネジメント
これまでに整備してきたシビアアクシデント・マネジメント対策に

 ついて多重防護の観点からその効果を明示
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ＭＯＸ燃料の特徴
伊方３号機では、平成22年3月よりウラン・プルトニウム混合酸

 化物燃料（ＭＯＸ燃料）を装荷した運転を行っている。
本報告書においては、「全交流電源喪失」および「最終的な熱
の逃し場の喪失」の評価に係る崩壊熱にＭＯＸ燃料の特性を考
慮する。

経年変化
原子力プラントの機器・構造物等については、通常の保全活動
による取替や手入れ等により、建設時からの経年変化に対して、
適切に機能維持されており、一部の経年変化事象を除き、現実
的には問題にならないと考える。
一部の経年変化事象として、配管の減肉のように、その進展に
より、「振動応答特性上または構造・強度上無視できない経年
変化事象」については、地震に対する安全裕度を詳細評価する
際、必要に応じて、個別に経年変化を考慮して評価する。

総合評価の手法（伊方３号機で特に考慮する事項）
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地震（１／１０）

想定を超える「地震」に対する安全裕度の評価においては、
耐震バックチェックで策定した基準地震動Ssを想定地震動と
し、これを超える地震動に対する設備等の耐震裕度は、原則
として耐震バックチェックでの評価結果を用いて評価を実施
する。

必要に応じ最新知見等に基づく評価手法も用いることとする。

設備等の耐震裕度を踏まえ、想定を超える「地震」を起因と
して燃料の重大な損傷に至る過程を地震ＰＳＡの知見等を用
いて同定し、クリフエッジとそのときの地震動の大きさを明
らかにするとともに、事象の過程の進展を防止するための措
置の効果を確認する。

○評価の概要
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敷地前面海域の断層群

54km

地震動評価上の長さ：54km

42km

伊方発電所周辺地域における有史以

 来の地震を調査

最新の技術を駆使し、敷地周辺の地

 盤状況・活断層等を適切に評価

敷地に大きな影響を与えると予想さ

 れる地震を選定したうえで、不確か

 さを考慮して地震動を評価し、それ

 ら全てを上回るよう余裕をもって基

 準地震動(570ガル)を設定

地 震 発電所敷地での

 
最大加速度

基準地震動

敷地前面海域断層

 
群による地震

413ガル

570ガル

東南海・南海地震 94ガル
130km 360km伊方発電所敷地前面海域の断層群

（地震動評価上の長さ）

敷地前面海域の断層群
（地質学的断層性状区分）

○基準地震動(Ｓｓ)の設定

地震（２／１０）
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○評価方法
炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に以下のフロー図に従って評価を実施する。

(1) 起因事象の選定

(2) 影響緩和機能の抽出および
収束シナリオの特定

(3) 起因事象、影響緩和機能に
関連する設備等の抽出

(4) 起因事象、影響緩和機能に
関連する設備等の耐震裕度の評価

(5) 起因事象発生に係る
耐震裕度の特定

(6) 影響緩和機能の耐震裕度の特定
（耐震裕度が小さい起因事象より実施）

全ての起因事象について
評価を実施するか？

(7) 収束シナリオの耐震裕度の特定

(8) 起因事象を起点とするイベント
ツリーの耐震裕度および
クリフエッジの特定

特定された耐震裕度は、
次の起因事象が発生する
耐震裕度以下であるか？

クリフエッジの特定※

(9) 事象の過程の進展を防止する
措置の効果の評価

次に発生する
起因事象
について
評価を実施

※ 各イベントツリーの耐震裕度のうち、最も小さいものが、クリフエッジとなる。

YES

NO

NO

YES①

①

地震（３／１０）
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○評価結果（炉心）
地震ＰＳＡ 学会標準に基づき、地震を起因として炉心損傷に至る起因事象として９事象を選定し 、

 
設備等の耐震裕度の評価結果を用いて、Ssの何倍でどのような起因事象が発生するか、下表のとおり

 
特定した 。

※Ss以上の場合、主給水ポンプ、碍子等の設備が必ず損傷に至ると想定する。

起因事象 設　備 裕度（×Ss）

主給水喪失 工学的判断
※ 1.00未満

外部電源喪失 工学的判断
※ 1.00未満

炉心損傷直結 原子炉建屋，原子炉補助建屋 2

補機冷却水の喪失 海水系配管,原子炉補機冷却水系配管 2.08

１次冷却材圧力バウンダリ接続

小口径配管

中破断ＬＯＣＡ SIS 高圧低温側注入配管 他 2.08

２次冷却系の破断 補助給水系配管 2.08

大破断ＬＯＣＡ 加圧器 2.09

格納容器バイパス 蒸気発生器（内部構造物） 2.14

小破断ＬＯＣＡ 2.08

地震（４／１０）
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○評価結果（炉心）
起因事象として、まずSs までの地震動で発生する「主給水喪失」、「外部電源喪失」を対象に評価を実

 
施した。（両者のイベントツリーは同様となるため、「外部電源喪失」にまとめて評価 ）

「外部電源喪失」の影響緩和機能として必要な機器を選定し、フォールトツリーに展開した。

 非常用所内電源からの給電
機能喪失

ディーゼル発電機
失敗

ディーゼル
コントロールセンタ

失敗

ディーゼル発電機盤
失敗

④115V AC
計装用電源
機能喪失

燃料油サービス
タンク 構造損傷

ディーゼル発電機
電圧計

機能損傷

ディーゼル機関本体
（発電機含む）

機能損傷

②440V
ＡＣ電源
機能喪失

⑦海水系
機能喪失

ディーゼル発電機
燃料供給失敗

ディーゼル関連配管
（燃料油配管等）

構造損傷

始動空気だめ
構造損傷

ディーゼル
コントロールセンタ

機能損傷

ディーゼル発電機盤
機能損傷

③125V
DＣ電源
機能喪失

1.86

1.86

6.57

1.88 4.20 7.43 39.33 2.08

1.86

3.46

1.86

1.86

地震（５／１０）



14

○評価結果（炉心）
影響緩和機能を構成する個別機器の耐震裕度を算出する。

設置 耐震 損　傷 評価値 許容値 裕度
場所 ｸﾗｽ モード (a) (b) (b/a)
A/B S 機能損傷 G 1.08 7.10 6.57
A/B S 機能損傷 G 1.50 5.20 3.46
A/B S 機能損傷 G 0.90 1.7 1.88
A/B S 構造損傷 MPa 6 236 39.33
A/B S 構造損傷 MPa 93 391 4.20
A/B S 機能損傷 G 1.17 8.70 7.43
A/B S 構造損傷 MPa 202 422 2.08

メタクラ A/B S 機能損傷 G 0.38 0.88 2.31
外部電源 <1

パワーセンタ A/B S 機能損傷 G 0.38 0.80 2.10
原子炉コントロールセンタ A/B S 機能損傷 G 0.46 3.00 6.52
動力変圧器 A/B S 構造損傷 MPa 16 210 13.12
ドロッパ盤 A/B S 機能損傷 G 2.68 5.00 1.86
直流コントロールセンタ A/B S 機能損傷 G 0.93 8.00 8.60
直流分電盤 A/B S 機能損傷 G 1.17 8.00 6.83
充電器盤 A/B S 機能損傷 G 2.79 5.50 1.97
蓄電池 A/B S 構造損傷 MPa 107 279 2.60
計装用インバータ盤 A/B S 機能損傷 G 1.79 12.00 6.70
計装用分電盤 A/B S 機能損傷 G 1.17 8.00 6.83
計装用切替器盤 A/B S 機能損傷 G 0.65 3.00 4.61
海水ポンプ 屋外 S 機能損傷 G 0.39 1.0 2.56
海水ポンプ現場盤 屋外 S 機能損傷 G 2.19 9.90 4.52
海水ストレーナ 屋外 S 構造損傷 MPa 31 236 7.61

海水系配管 屋外～A/B S 構造損傷 MPa 202 422 2.08

ディーゼル関連配管（燃料油配管等）

サ
ポ
ー
ト
系

6.6ｋＶ ＡＣ
電源 工学的判断

440 Ｖ Ａ Ｃ
電源

125Ｖ ＤＣ電
源

115Ｖ 計装用
電源

海水系

設備 単位

フ
ロ
ン
ト
ラ
イ
ン
系

ディーゼルコントロールセンタ

ディーゼル発電機盤

ディーゼル機関本体(ディーゼル発電機含む)

燃料油サービスタンク

始動空気だめ

ディーゼル発電機電圧計

A/B

 

；原子炉補助建屋

地震（６／１０）

裕度＝許容値／評価値
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○評価結果（炉心）

地震（７／１０）

【ドロッパ盤について】

ドロッパ盤とは、充電器盤（交流電源を直流に変換する装置）の下流に設置されており、

 蓄電池の性能維持のために定期的に実施する均等充電（通常の電圧よりも高い電圧で蓄

 電池に充電）時に、負荷側にかかる電圧を調整する機能を有している。

ドロッパ盤概要図
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「外部電源喪失」の収束シナリオについて評価した結果、電源供給に必要な直流電源装置（ドロッパ盤）
が最小裕度となり、1.86Ssがクリフエッジとして特定された。

○評価結果（炉心）

起因事象：主給水喪失（外部電源なし）

起因事象：外部電源喪失

緊急安全対策

緊急安全対策後

 
のクリフエッジ

緊急安全対策前

 
のクリフエッジ

地震（８／１０）
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「外部電源喪失」の収束シナリオの耐震裕度について評価を行った結果、冷却水供給に必要な消防自
動車（2.5Ss）が最小裕度であると評価された。
一方、次に大きな地震動で発生する「ＳＦＰ損傷」は2Ssであることから、ＳＦＰにある燃料に対す
る重大な損傷を防止する観点では、「ＳＦＰ損傷」の耐震裕度である2Ss がクリフエッジとして特定

された。

○評価結果（ＳＦＰ）

緊急安全対策

緊急安全対策前

 
のクリフエッジ

SFP損傷

2

緊急安全対策後

 
のクリフエッジ

収束シナリオなし

地震（９／１０）
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クリフエッジ

安全対策の効果安全対策後
（対象機器等）

安全対策前
（対象機器等）

○炉心にある燃料 1.86×Ss
（直流電源装置）

1.86×Ss
（直流電源装置）

非常用所内電源からの給電が失敗し

 
た場合においても電源車からの給電

 
が可能となるため、燃料の重大な損

 
傷に至ることを防止するための多重

 
防護措置がとられている。

○ＳＦＰにある燃料
2.00×Ss
（ＳＦＰ）

1.85×Ss
（燃料取替用水タン

 
クポンプ）

燃料取替用水タンクポンプの機能が

 
喪失した場合においても消防自動車

 
等を用いたＳＦＰへの海水の補給に

 
より、燃料取替用水タンクポンプに

 
頼らない冷却水補給が可能。

○まとめ

耐震Ｓクラスの安全上重要な主な機器についてSs の２倍程度の耐震裕度があるかどうかを確認し必要なものは対策を実施

 
すること、およびＳＦＰ冷却設備について耐震Ｂクラスから耐震Ｓクラス相当に向上させる対策等を進めており、今後も必要に

 
応じ対策の強化を図っていく。

今後の取組

地震（１０／１０）
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内容 地震時に燃料損傷を防止する設備（

 

内の一部）について、設

 
計等で評価されている耐震裕度を確認。

結果 地震時にクリフエッジをもたらす設備として直流電源装置を特定。

（クリフエッジ：１．８６

 

× 基準地震動）

ストレステストと耐震裕度２倍について

安全上重要な主な機器
（新耐震指針に照らした耐震安全性評価報告

 

書
記載の耐震Ｓクラス機器）

対策の対象範囲

中央制御室

直流電源装置

安全上重要な主な機器
（新耐震指針に照らした耐震安全性評価報告

 

書
記載の耐震Ｓクラス機器）

対策の対象範囲

中央制御室

直流電源装置

ストレステスト

（地震）
耐震裕度2倍

地震時にクリフエッジをも

 
たらす設備として特定

内容 安全上重要な主な機器（

 

内）について、現実ベースの再評価、

 
実機器を模擬した加振試験等の実施により耐震裕度を確認し、必

 
要なものは対策工事を実施。

目標 基準地震動に対し２倍程度の耐震裕度を確保。

電源車

消防自動車

電源車

消防自動車

基準地震動(570Gａｌ)

建屋･機器などが壊れない
ように、余裕をもって基準
地震 を設定している。
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伊方３号機における想定津波の評価については、最新の情報
に基づき、敷地前面海域の断層群の地震と想定東南海・南海
地震による津波を検討対象として選定し、土木学会「原子力
発電所の津波評価技術」（平成14年）を参考に評価している。

評価の結果、敷地前面海域の断層群の地震に伴う津波により
最高水位はT.P.+3.49mとなり、これに対して、原子炉施設が
設置されている敷地高さはT.P.+10mであることから、原子炉
施設の安全性に対して問題はない。

今回の評価においては、敷地が浸水し設備が機能喪失する場
合を考え、設備が浸水する高さに着目して事象進展を検討し、
燃料の重大な損傷に至る浸水の高さを特定する。

○評価の概要

津波（１／９）
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○設計津波高さの設定

130˚

130˚

132˚

132˚

134˚

134˚

136˚

136˚

138˚

138˚

140˚

140˚

32˚ 32˚

34˚ 34˚

36˚ 36˚
敷地前面海域断層群による地震津波

｢内閣府中央防災会議

 

東南海，南海
地震等に関する専門調査会(2003)｣の
「想定東南海・南海地震津波」

発電所敷地周辺において、津波の被害が

 あったという記録はない。

発電所に影響を及ぼす可能性のある津波は、

 「敷地前面海域断層群」による地震津波を想定

伊方3号機での

最高水位；T.P.＋3.49m
伊方3号機での

最高水位；T.P.＋1.90m

T.P.;東京湾平均水面

最高水位（伊方3号機)；T.P.+3.49ｍ
【満潮水位(T.P.+1.62m)＋津波による上昇(+1.87m)】

瀬戸内海←四国→太平洋

伊方発電所

津波（２／９）
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○評価方法
炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に以下のフロー図に従って評価を実施する。

起因事象の選定

影響緩和機能の抽出および収束シナリオの特定

起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の抽出

起因事象、影響緩和機能に関連する設備等の津波
影響の評価

起因事象発生に係る津波高さの特定

影響緩和機能の許容津波高さの特定

a.各シナリオの許容津波高さの特定
b.イベントツリーの許容津波高さの特定

クリフエッジの特定

クリフエッジとなる設備等が屋内に設置
されている場合は浸水量評価を実施

クリフエッジの確定

事象の過程の進展を防止する措置の効果の評価

※ 各イベントツリーの許容津波高さのうち、最も小さいものが、クリフエッジとなる。

(1)

(8)

(7)

(9)

(6)

(5)

(4)

(3)

(2)

イベントツリーの許容津波高さの特定

クリフエッジの特定※

津波（３／９）
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○評価結果（炉心）
内的事象ＰＳＡにおける起因事象をベースに、津波を起因として炉心損傷に至る５事象を選定し 、

 
各設備等の許容津波高さの評価結果を用いて、どの津波高さでどの起因事象が発生するか、以下のと

 
おり特定した。

津波（４／９）

津波高さ
（m）

～T.P.+5.5 － －

T.P.+5.5～+10.2 過渡事象(注) －

過渡事象

ＣＣＷ喪失

（主給水喪失）

過渡事象

主給水喪失

ＣＣＷ喪失

外部電源喪失

炉心損傷直結

（過渡事象）

（主給水喪失）

（ＣＣＷ喪失）

（外部電源喪失）

(注)事象発生によりプラントパラメータが変動し、トリップ信号が
　　発生してトリップに至る事象

T.P.+14.2～
建屋内（C/V外）の機器のほとんどが浸水･水
没するため、プラントの重要な制御･保護機
能が不能となり炉心損傷直結となる。

T.P.+10.2～+10.3

「ＣＣＷ喪失」の発生に伴い、制御用空気系
が喪失し、制御用空気を必要とする主給水制
御弁が閉止（フェイルクローズ）されること
で、従属的に「主給水喪失」が発生する。

T.P.+10.3～+14.2 －

発生する起因事象 備考
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「過渡事象＋ＣＣＷ喪失＋主給水喪失＋外部電源喪失（T.P.+10.3m～）」の収束シナリオについて
評価した結果、津波高さT.P.+14.2mがクリフエッジとして特定された。

○評価結果（炉心）

緊急安全対策

緊急安全対策後

 
のクリフエッジ

緊急安全対策前

 
のクリフエッジ

津波（５／９）
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○評価結果（炉心）

津波（６／９）

緊急安全対策前後のクリフエッジ比較

緊急安全対策前 緊急安全対策後
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ＣＣＷ喪失（T.P.+10.2m～+10.3m）、ＣＣＷ喪失＋外部電源喪失（T.P.+10.3m～）の収束シナリ

 
オについて評価した結果、緊急安全対策として整備したＳＦＰへの水の補給手段により、津波高

 
さの影響を受けず、安定、継続的にＳＦＰの冷却が行われ、燃料の重大な損傷に至る事象は回避

 
される（イベントツリーの許容津波高さとして特定されるものはない）。

○評価結果（ＳＦＰ）

補機冷却水の喪失
燃料取替用水タンク
ポンプによる注水

燃料取替用水タンク
による水源の確保

※1 消防自動車等による
注水シナリオへ移行

消防自動車等
による注水

※1 消防自動車等による注水シナリオ

※3：消防自動車等は十分高い場所に保管されており、津波による
影響を受けない。なお水源についても淡水タンクは十分高い
場所に設置されており、海水は津波の影響がない状況から使
用することから津波による影響を受けない。

※2：構造上浸水による影響を受けない。

※2：消防自動車等は十分高い場所に保管されており、津波による
影響を受けない。なお水源についても淡水タンクは十分高い
場所に設置されており、海水は津波の影響がない状況から使
用することから津波による影響を受けない。

※：破線は一度機能喪失した緩和系は回復しないという前提において、起因事象発生と同時に喪失する成功パスを示すもの

消防自動車等
による注水

※1：消防自動車等による注水シナリオ

補機冷却水の喪失
＋外部電源喪失

非常用所内電源か
らの給電

ＳＦＰ冷却系による
冷却

燃料取替用水タンク
ポンプによる注水

燃料取替用水タンク
による水源の確保

※1 消防自動車等による
注水シナリオへ移行

※1 消防自動車等による
注水シナリオへ移行

緊急安全対策

緊急安全対策

緊急安全対策前

 
のクリフエッジ

津波（７／９）
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○評価結果（共通）

●二次的な影響について

津波の水位変動以外の事象として、砂移動および漂流物の影響を以下のとおり評価した。

・砂移動

砂移動の数値シミュレーションを実施した結果、取水口付近における水深変化量は０．００ｍと

なり、砂移動により原子炉補機冷却水の取水に支障が生じることはない。

・漂流物

敷地前面に港湾施設はなく、周辺に貯木場もないことから、津波発生時に船舶、流木が原子炉補

機冷却水の取水に支障になることはない。また、補機冷却水取水口の呑口の標高は低く、スク

リーン等を設置しており、ゴミが原子炉補機冷却水の取水に支障となることはない。

●波力について

伊方３号機は前面海域に対してタービン建屋、原子炉・原子炉補助建屋の順に設置されているため、

 
波力に対してはタービン建屋により緩衝されると評価している。

津波（８／９）
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クリフエッジ

安全対策の効果安全対策後
（対象機器等）

安全対策前
（対象機器等）

○炉心にある燃料
T.P.+14.2m

（タービン動補助給水

 
ポンプ等）

T.P.+10.2m
（海水ポンプ）

電源車等を配備し、計器類等の電源

 
を確保したこと、Ｓ／Ｇの除熱に必

 
要な機器が設置されているエリアの

 
扉や壁貫通部にシール施工を実施し

 
たことにより、クリフエッジが向上

 
した。

○ＳＦＰにある燃料 燃料損傷に至

 らない
（－）

T.P.+10.3m
（所内変圧器）

消防自動車等を津波の影響を受けな

 
い高台に配備し、淡水タンクまたは

 
海水を水源とする補給手段を確保し

 
たことからＳＦＰに給水して冷却す

 
る収束シナリオが成立する

○まとめ

扉等のシール施工等による建屋への浸水防止効果を考慮したものであることから、今後もその効果を維持していく

 
ため保守点検を確実に実施するとともに、順次水密扉への取替えを行い、さらに信頼性を高めていくこととしてい

 
る。また、今後、海水ポンプエリアへの防水対策の強化や消防自動車(＊)の追加配備等、多重防護の観点での対策

 
を充実することとしている。

今後の取組

津波（９／９）

(＊) 12月26日現在移行済み
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「地震」および「津波」の評価結果を踏まえて、想定を超え
る「地震」と想定を超える「津波」との重畳を起因として、
燃料の重大な損傷に至る耐震裕度および津波高さを特定する。

○評価の概要

○評価方法

地震または津波より引き起こされる起因事象に対する収束シ
ナリオに対して、地震および津波の影響を評価する。

選定された各起因事象の発生や各影響緩和機能に係る耐震裕
度または許容津波高さについては、「地震」または「津波」
において評価した結果を用いる。

地震と津波との重畳（１／４）
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「地震」および「津波」の評価結果から、考慮すべき起因事象として、以下を対象とした。
a.

 

地震側の起因事象
・主給水喪失
・外部電源喪失
b.

 

津波側の起因事象
・過渡事象（T.P.+5.5m～+10.2m）
・過渡事象＋ＣＣＷ喪失（T.P.+10.2m～+10.3m）
・過渡事象＋ＣＣＷ喪失＋主給水喪失＋外部電源喪失(T.P.+10.3m～）

○評価結果（炉心）

●地震による起因事象をベースとした評価と津波による起因事象をベースとした評価を行った結果

 
から、耐震裕度1.86Ssかつ津波高さT.P.+14.2mまでの地震と津波との重畳に対しては、外部電源喪

 
失等が発生したとしても、炉心にある燃料の重大な損傷を回避することができることを確認した。

 

地震と津波との重畳（２／４）
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「地震」および「津波」の評価結果から、考慮すべき起因事象として、以下を対象とした。
a.

 

地震側の起因事象
・外部電源喪失
・ＳＦＰ冷却機能喪失
・ＳＦＰ損傷
b.

 

津波側の起因事象
・ＣＣＷ喪失（T.P.+10.2m～+10.3m）
・ＣＣＷ喪失＋外部電源喪失（T.P.+10.3m～）

○評価結果（ＳＦＰ）

●津波による起因事象をベースとした評価結果から、津波高さによらず、ＳＦＰの耐震裕度2Ssまで

 
の地震に対しては、外部電源喪失等が発生したとしても、燃料の重大な損傷を回避することができ

 
ることを確認した。

 

地震と津波との重畳（３／４）
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クリフエッジ

安全対策の効果
安全対策後 安全対策前

○炉心にある燃料

1.86×Ss

T.P.+14.2m

1.86×Ss

T.P.+10.2m

「地震」および「津

 波」の評価と同じ

○ＳＦＰにある燃料
2.00×Ss

（津波高さに

 よらない）

1.85×Ss

T.P.+10.3m

「地震」および「津

 波」の評価と同じ

○まとめ

地震と津波との重畳（４／４）
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本事象は、原子炉の出力運転中または停止中に送電系統また
は所内主発電設備の故障等により、外部電源が全て喪失し、
かつＤ／Ｇの起動失敗または運転継続失敗により所内の全て
の交流電源が喪失することを想定する。

事象発生により、原子炉は制御棒の自重落下により自動停止
するが、停止後も崩壊熱が発生するため、継続的に冷却する
必要がある。炉心およびＳＦＰにおける燃料の崩壊熱除去に
必要な補機は交流電源を駆動源とするものがほとんどであり、
これらの系統の機能停止もあわせて想定する。

上記で想定した事象発生時における燃料の重大な損傷に至る
過程を明らかにし、その過程の進展を踏まえて、事象の継続
時間を評価することでクリフエッジを特定するとともに、事
象進展を防止するための措置の効果を確認する。

○評価の概要

全交流電源喪失（１／６）
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○評価方法

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の過程を特定する。
・外部電源喪失から全交流電源喪失までの事象の過程
・全交流電源喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程
全交流電源喪失の継続時間およびクリフエッジの所在の特定する。

 蓄電池の枯渇時間評価 

電源車の給電継続時間評価 

クリフエッジ（機能喪失）時間評価 

 Ｓ／Ｇ、ＳＦＰへの必要給水量評価 

タンク等の水源枯渇時間評価 

消防自動車等による燃料消費時間評価 

クリフエッジ（機能喪失）時間評価 

＜除熱機能の継続時間評価 ＞

＜電源機能の継続時間評価＞

全交流電源喪失が発生した場合、炉心およびＳＦＰにおける燃料の重大な損傷を防止するためには、

 
電源機能および除熱機能が継続する必要があり、以下のフロー図のとおり継続時間を評価した。

全交流電源喪失（２／６）
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運転時に全交流電源喪失が発生した場合、Ｓ／Ｇからの蒸気を駆動源とするタービン動補助給水ポンプ
が自動起動し、Ｓ／Ｇ２次側への給水を行い、炉心の除熱を行う。
その後、大容量電源車により海水ポンプ等を起動することで、炉心の冷却を余熱除去系を用いた冷却に
切り替えるが、電源車の運転に必要な重油は約10.7日後に枯渇するため、この期間がクリフエッジとな
る。

○評価結果（炉心）

  （炉　心）

機能 電源機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①蓄電池 イ）

②電源車［重油］ ニ）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①補助給水タンク イ）

②２次系純水タンク３号 ロ）

③淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］を
　　 利用）

ハ）

④海水
　 （消防自動車等［軽油､
　　 ガソリン］を利用）

ハ）

⑤海水ポンプ起動
　(大容量電源車[重油］を
　 利用）

ニ）

イ） 工事計画で対象とした設備
ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策
ハ） 緊急安全対策（短期）
ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

電源
機能

全交流電源喪失発生からの時間［日］

炉心
除熱
機能

約５時間後

約９時間後

約４日後

発電所備蓄燃料より電源車に燃料供給 外部から燃料調達により運転継続

約１０．７日後

余熱除去系を用いた除熱継続

２次系純水タンクの枯

渇までに切替

以降Ｓ／Ｇへの給水は不要

以降Ｓ／Ｇへの給水は不要

★重油枯渇
　(クリフエッジ）

全交流電源喪失（３／６）
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使用済燃料の崩壊熱により、ＳＦＰの水温が上昇することで水が蒸散していくため、他の水源から消防自動
車等を用いて、ＳＦＰへ水の補給を行う。
消防自動車の運転に必要な燃料（軽油）は約8.2日後に枯渇するため、この期間がクリフエッジとなる。

○評価結果（ＳＦＰ）－運転時－

  （ＳＦＰ）

機能 電源機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①蓄電池 イ）

②電源車［重油］ ニ）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①２次系純水タンク３号 イ）

②淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］
　　 を利用）

ハ）

③海水
　 （消防自動車等［軽油､
　　 ガソリン］を利用）

ハ）

イ） 工事計画で対象とした設備
ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策
ハ） 緊急安全対策（短期）
ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

ＳＦＰ
除熱
機能

全交流電源喪失発生からの時間［日］

電源
機能

約４日後

約２８日後

継続

発電所備蓄燃料より
消防自動車に燃料供給 外部から燃料調達により運転継続

外部から燃料調達により運転継続

約８．２日後

約５時間後

発電所備蓄燃料より電源車に燃料供給 外部から燃料調達により運転継続

約１０．７日後

★軽油枯渇
　(クリフエッジ）

全交流電源喪失（４／６）
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停止時に全交流電源喪失が発生した場合、他の水源から消防自動車等を用いて、ＳＦＰへ水の補給を行う。
その後、大容量電源車により海水ポンプ等を起動することで、使用済燃料の冷却をＳＦＰ水浄化冷却系を用
いた冷却に切り替えるが、電源車の運転に必要な重油は約10.7日後に枯渇するため、この期間がクリフエッ
ジとなる。

○評価結果（ＳＦＰ）

 
－停止時－

 （ＳＦＰ）

機能 電源機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①蓄電池 イ）

②電源車［重油］ ニ）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①２次系純水タンク３号 イ）

②淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］を
　　利用）

ハ）

③海水
　 （消防自動車等［軽油､
　　 ガソリン］を利用）

ハ）

④海水ポンプ起動
　 （大容量電源車[重油］を
　　利用）

ニ）

イ） 工事計画で対象とした設備
ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策
ハ） 緊急安全対策（短期）
ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

ＳＦＰ
除熱
機能

全交流電源喪失発生からの時間［日］

電源
機能

約６日後

ＳＦＰ水浄化冷却系を用いた除熱継続

２次系純水タンクの枯

渇までに切替

以降ＳＦＰへの給水は不要

以降ＳＦＰへの給水は不要

約５時間後

発電所備蓄燃料より電源車に燃料供給 外部から燃料調達により運転継続

約１０．７日後 ★重油枯渇
　(クリフエッジ）

全交流電源喪失（５／６）
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クリフエッジ

安全対策の効果安全対策後
（対象機器等）

安全対策前
（対象機器等）

○炉心にある燃料
運

 
転

 
時

約10.7日後
（電源車の燃料である

 
重油）

約5時間後
（蓄電池）

大容量電源車により海水ポンプ等を

 
起動することで、炉心の冷却を余熱

 
除去系を用いた冷却に切り替えるこ

 
とが可能 となった。

○ＳＦＰにある燃料

約8.2日後
（消防自動車の燃料で

 
ある軽油）

約22時間後
（ﾋﾟｯﾄ水100℃到達）

消防自動車等を用いて、ＳＦＰへ水

 
の補給を行うことが可能となった。

停

 
止

 
時

約10.7日後
（電源車の燃料である

 
重油）

約8時間後
（ﾋﾟｯﾄ水100℃到達）

大容量電源車により海水ポンプ等を

 
起動することで、SFPの冷却をＳＦ

 
Ｐ水浄化冷却系を用いた冷却に切り

 
替えることが可能 となった。

○まとめ

伊方発電所に隣接する変電所から構内まで敷設した配電線（設備強化対策として設置済み）を用いることによっても、

 
燃料の重大な損傷に至る過程の進展を防止し、電源機能および除熱機能の維持が可能であることから、十分クリフエッ

 
ジの発生を防止することが可能である。
平成23年12月上旬頃には１、２号機用の電源車についても重油を燃料とする電源車へと移行するとともに、平成23年12

 
月中旬頃には３号機の電源車も燃料消費性能が向上した電源車へと移行することとしている。(＊)
また、恒設非常用発電機を設置して外部電源喪失時のバックアップ電源の多様化を図ることとしている。

今後の取組

全交流電源喪失（６／６）

(＊) 12月26日現在移行済み
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本事象は、原子炉の出力運転中または停止中に、海水ポンプおよび循環
水ポンプ等の故障により、常用および非常用の海水を取水するポンプ全
てが機能喪失することにより、最終ヒートシンク機能が喪失することを
想定する。

炉心およびＳＦＰにおける燃料の崩壊熱除去には最終ヒートシンクが必
要となることから、これらの系統の機能停止もあわせて想定する。

上記で想定した事象発生時における燃料の重大な損傷に至る過程を明ら
かにし、その過程の進展を踏まえて、事象の継続時間を評価することで
クリフエッジを特定するとともに、事象進展を防止するための措置の効
果を確認する。

○評価の概要

最終的な熱の逃し場の喪失（１／６）
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○評価方法

炉心にある燃料とＳＦＰにある燃料を対象に、以下の過程を特定する。
・最終ヒートシンク喪失から燃料の重大な損傷までの事象の過程

最終ヒートシンクが発生した場合、炉心およびＳＦＰにおける燃料の重大な損傷を防止するために

 
は、除熱機能が継続する必要があり、以下のフロー図のとおり継続時間を評価した。

 Ｓ／Ｇ、ＳＦＰへの必要給水量評価 

タンク等の水源枯渇時間評価 

消防自動車等による燃料消費時間評価 

クリフエッジ（機能喪失）時間評価 

＜除熱機能の継続時間評価 ＞

最終的な熱の逃し場の喪失（２／６）
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運転時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合、Ｓ／Ｇからの蒸気を駆動源とするタービン動補助給水
ポンプが自動起動し、Ｓ／Ｇ２次側への給水を行い、原子炉の冷却を行う。
その後、海水取水用水中ポンプを用いることで炉心の冷却を余熱除去系を用いた冷却に切り替えること
が可能であり、燃料損傷に至らない。

○評価結果（炉心）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①補助給水タンク イ）

②２次系純水タンク３号 ロ）

③淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］を利用）

ハ）

④海水
　 （消防自動車等［軽油､
     ガソリン］を利用）

ハ）

⑤海水取水用水中ポンプ起動 ニ）

イ） 工事計画で対象とした設備

ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策

ハ） 緊急安全対策（短期）

ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

最終ヒートシンク喪失発生からの時間［日］

炉心
除熱機能

（炉　心）

約９時間後

約４日後

余熱除去系を用いた除熱継続

２次系純水タンクの

枯渇までに切替

以降Ｓ／Ｇへの給水は不要

以降Ｓ／Ｇへの給水は不要

クリフエッジなし

最終的な熱の逃し場の喪失（３／６）
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使用済燃料の崩壊熱により、ＳＦＰの水温が上昇することで水が蒸散していくため、他の水源から消防自動
車等を用いて、ＳＦＰへ水の補給を行う。
海水を取水する際に使用する可搬型消防ポンプの燃料であるガソリンの消費が開始される時期が約28日後と
なるため、この期間がクリフエッジとなる。

○評価結果（ＳＦＰ）－運転時－

（ＳＦＰ）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①２次系純水タンク３号 イ）

②淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］を
     利用）

ハ）

③海水
　 （消防自動車［軽油]､
     可搬型消防ポンプ
    [ガソリン］を利用）

ハ）

イ） 工事計画で対象とした設備

ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策

ハ） 緊急安全対策（短期）

ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

ＳＦＰ
除熱機能

最終ヒートシンク喪失発生からの時間［日］

約４日後

約２８日後

継続

発電所備蓄燃料より消防自動車に燃料供給

外部から燃料調達により運転継続（ガソリン）

ガソリン使用開始★
（クリフエッジ）

発電所備蓄燃料より燃料供給（軽油）

最終的な熱の逃し場の喪失（４／６）
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停止時に最終ヒートシンク喪失が発生した場合、ＳＦＰの冷却機能が喪失し、使用済燃料の崩壊熱により、
ＳＦＰの水温が上昇することで水が蒸散していくため、他の水源から消防自動車等を用いて、ＳＦＰへ水の
補給を行う。
その後、海水取水用水中ポンプを用いることで、使用済燃料の冷却をＳＦＰ水浄化冷却系を用いた冷却に切
り替えることが可能であり、燃料損傷に至らない。

○評価結果（ＳＦＰ）

 
－停止時－

（ＳＦＰ）

機能 除熱機能に係る防護措置 分類 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

①２次系純水タンク３号 イ）

②淡水タンク
　 （消防自動車［軽油］を利用）

ハ）

③海水
　 （消防自動車等［軽油､
      ガソリン］を利用）

ハ）

④海水取水用水中ポンプ起動 ニ）

イ） 工事計画で対象とした設備
ロ） 整備済みのアクシデントマネジメント策
ハ） 緊急安全対策（短期）
ニ） 設備強化対策（緊急安全対策に係る実施状況報告書にて計画されているもののうち設置済みの設備）

最終ヒートシンク喪失発生からの時間［日］

ＳＦＰ
除熱
機能

約６日後

ＳＦＰ水浄化冷却系を用いた除熱継続

２次系純水タンクの枯

渇までに切替

以降ＳＦＰへの給水は不要

以降ＳＦＰへの給水は不要

クリフエッジなし

最終的な熱の逃し場の喪失（５／６）
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クリフエッジ

安全対策の効果安全対策後
（対象機器等）

安全対策前
（対象機器等）

○炉心にある燃料
運

 
転

 
時

燃料損傷に至

 らない
（－）

約4日後
(２次系純水タンク３号)

海水取水用水中ポンプを用いるこ

 
とで炉心の冷却を余熱除去系を用

 
いた冷却に切り替えることが可能

 
となった。

○ＳＦＰにある燃料

約28日後
（可搬型消防ﾎﾟﾝﾌﾟの燃

 
料であるｶﾞｿﾘﾝ）

約4日後
(２次系純水タンク３号)

消防自動車等を用いて、ＳＦＰへ

 
水の補給を行うことが可能となっ

 
た。

停

 
止

 
時

燃料損傷に至

 らない
（－）

約6日後
(２次系純水タンク３号)

海水取水用水中ポンプを用いるこ

 
とで、使用済燃料の冷却をＳＦＰ

 
水浄化冷却系を用いた冷却に切り

 
替えることが可能となった。

○まとめ

クリフエッジを防止するための対策として、発電所内に所有していないガソリンの消費が開始され

 
るまでに陸路および空路による継続的な燃料補給を行うことで機能維持が可能である。

今後の取組

最終的な熱の逃し場の喪失（６／６）
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電源車、消防自動車などの運転に必要な燃料に関する補足

今回の伊方３号機を対象とした報告では、平成２３年９月３０日を評価時点としてクリ

 フエッジを評価しているが、評価時点以降の電源車の入替えにより、軽油および重油の燃

 料消費は大幅に改善され、電源機能および除熱機能の継続時間は大幅に向上される。

重 油 軽 油

現
在

１,２号機用 ３号機用

３号機用

*約１０．７日

１号機用 ２号機用 予備
◎電源車；4,500kVA

◎消防自動車

◎電源車；300kVA  

１号機用 ２号機用 ３号機

◎電源車；１，８２５kVA

 
３号機

【クリフエッジ】【クリフエッジ】

予備

◎電源車；300kVA

１,２号機用 ３号機用

◎消防自動車

*約８．２日

*約１７日 *約４３日
平
成
２
年
１
月
中
旬
以
降

２３

１２
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全交流電源喪失および最終的な熱の逃し場の喪失に関する安全性

○発電所外部からの支援がない状態で、電源機能および除熱機能が喪失するまでの時間を評価した。
○電源車、消防自動車等の運転に必要な燃料を発電所構内に備蓄するとともに、この燃料がなくなるまで

に、発電所への継続的な燃料輸送（陸路・海路・空路）による補給を行うことで、長期に亘る機能維持
が可能であることを確認した。

【陸路輸送】
タンクローリー車

【空路輸送】
ヘリコプター

伊方発電所

屋外貯蔵所

消防自動車

淡水ﾀﾝｸ

可搬型
消防ポンプ

海水

伊方発電所

軽油

ガソリン

発電所外部
からの支援

蒸気発生器
（原子炉の熱を除去）

補助給水
タンク

タービン動補助給水ポンプ

２次系
純水タンク

燃料タンク
【海路輸送】
タグボート

電源車

蓄電池

中央制御室
（監視機能）

重油

安全確保対策前

安全確保対策後

ディーゼル駆動
消火ポンプ

水

蒸気

×

変電所

新たな配電線

緊急安全対策
（水源の多様化）

M

M

電動補助
給水ポンプ
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その他のシビアアクシデント・マネジメント（１／２）

○これまでに整備しているアクシデントマネジメント検討報告書等で報告した防護措置につ

いて、多段の手段として燃料損傷等を防止することができることを確認した。

○防護措置は、燃料損傷の防止等に有効であること、各安全機能に対して複数整備されてい

ること等を確認した。

２次系による除熱

高圧注入による給水＆
加圧器逃がし弁による熱放出

高圧注入による

再循環炉心冷却
高圧再循環

（代替再循環）

格納容器スプレイによる

再循環格納容器冷却
格納容器

スプレイ再循環
（代替再循環）

代替格納容器
気相冷却

格納容器
自然対流冷却

冷却成功

アクシデント
マネジメント策

アクシデント
マネジメント策

アクシデント
マネジメント策

アクシデント
マネジメント策

アクシデント
マネジメント策

例）外部電源喪失

D/Gによる給電

緊急時安全対
策シナリオ

想定できない事故に遭遇した場合の備えとして、整備済みのアクシデントマネジメント対策や緊急時

 
安全対策がソフト・ハードの両面から機能する。
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・内的事象PSAで想定した起因事象を

 
対象に、燃料の重大な損傷および放

 
射性物質の大規模な放出に至る事

 
象の過程を特定

・事象の過程の進展を防止する防護

 
措置について、整備の目的、内容お

 
よび整備時期との関連で分類して抽

 
出

・既存の安全設備による機能が喪失し

 
た場合に、その機能を代替する防護

 
措置を多重防護の観点から評価

評価方法

・恒設非常用発電機の設置等の各種対策の着実な実施により防護措置が一層強化され、手段の多様化を図

 
ることができる。

・安全上重要な機器を設置しているエリアの防水対策等により、津波などの外部要因による浸水に対してより

 
強固な設備となり、防護措置の信頼性向上を図ることができる。

・内線電話の交換機等の新事務所ビル（免震ビル）への移設等により、通信手段の信頼性向上を図ることが

 
できる。

・静的触媒式水素再結合装置等の設置により、水素爆発防止対策の充実を図ることができる。

・シビアアクシデント（AM）検討報告書およびAM整備報告書で整備

 
した対策は、原子炉の停止機能等のそれぞれの機能について多

 
様性を持たせる形で整備されていること

・緊急安全対策に係る対策では、炉心冷却機能としての２次系によ

 
る炉心冷却、安全機能のサポート機能としての非常用電源および

 
原子炉補機冷却水について、一層の強化がなされていること

・シビアアクシデントへの対応に関する措置に係る対策では、特に

 
サポート機能の信頼性向上に対して強化がなされていること

評価結果

から、特定した各種の防護措置は、燃料の重大な損傷および放射

 
性物質の大規模な放出を防止するために閉じ込め機能の健全性を

 
維持するための措置として、多重防護の観点から有効に整備されて

 
いることを確認した。

○評価方法と結果（まとめ）

今後の取組

その他のシビアアクシデント・マネジメント（２／２）
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伊方３号機一次評価結果の概要

【備考】これらの評価結果は、一定の仮定に基づき健全性を評価したもので、これを超えた場合、直ちに燃料の
健全性が損なわれるものではない。

*1：耐震裕度は対策前と同じだが緊急安全対策により成功するシナリオは増加 *2：SFPは使用済燃料ピットの略

*3：電源車により冷却系に給電し燃料を冷却 *4：ﾌﾟﾗﾝﾄ運転中は炉心冷却を優先することからSFPへの冷却は消防自動車による。

項目
クリフエッジ評価結果

緊急安全対策前
評価の基準 対象となる設備 クリフエッジ

地震
基準地震動Ｓｓ

 
（570gal）の倍数

炉心 直流電源装置 1.86×基準地震動(*1) 1.86×基準地震動

ＳＦＰ(*２) ＳＦＰ 2.00×基準地震動 1.85×基準地震動

津波

想定津波高さ

(T.P.+3.49m）を上回

 
る高さ

炉心 ﾀｰﾋﾞﾝ動補助給水ポンプ等 T.P.+14.2m T.P.+10.2m

ＳＦＰ － 燃料損傷に至らない T.P.+10.3m

地震と津波と

 
の重畳

上記2事象

の重畳

炉心 個別事象を合わせたもので

 
あることを確認ＳＦＰ

全交流電源喪

 
失

外部からの支援がない

 
状態で燃料の冷却手

 
段が尽きるまでの時間

炉心 電源車の燃料（重油） (*3)約10.7日 約5時間(蓄電池)

ＳＦＰ

消防自動車の燃料

（軽油）
(*4)約8.2日（運転時）

約22時間

(ﾋﾟｯﾄ水100℃到達)

電源車の燃料

（重油）
(*3)約10.7日（停止時）

約8時間

(ﾋﾟｯﾄ水100℃到達)

最終的な熱の

 
逃し場の喪失

炉心 － 燃料損傷に至らない
約4日

(2次系純水タンク)

ＳＦＰ

淡水タンクへの海水補給用ポン

 
プの燃料(ｶﾞｿﾘﾝ)

約28日（運転時） 約4日

(2次系純水タンク)

－
燃料損傷に至らない

（停止時）

約6日

(2次系純水タンク)
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まとめ

（１）現状設備について最新の安全性の知見からみた再確認

→地震、津波、外部電源喪失等、最新の規格・基準・知見からみても十分なものと
なっている。

（２）福島第一原子力発電所事故を踏まえ、追加すべきと考えられる安全対策等の実施状況

の再確認

→国の指示事項は全て実施している。→独自の対策も追加実施した。

（３)「最新の安全性の知見からみた再確認結果」および「福島事故を受けての取り組み」

を踏まえ、ストレステスト手法により、地震，津波等について、安全裕度を定量的に

評価

→炉心，使用済燃料ピットを冷却する機器・手段を全て洗い出し、多段に設計され
た一つの手段が使えなくても、他の手段で燃料の損傷を防ぐことが有効なものと
なっている。

→設計上想定される以上の事象を仮定して伊方３号機が耐えられるか、点検した。
その結果想定を超える自然災害に対して燃料の損傷に至ることはなく、十分な安
全裕度を有することが確認された。

今後とも、中・長期的に計画している諸対策を確実に実施するとともに、新たな知見等が得

 られれば適時適切に対応することにより、さらなる安全運転の向上を目指してまいりたい。
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【参考】原子力安全・保安院による審査状況（１／２）

これまで他社プラント分も含めて５回実施。

伊方３号機に関して委員から頂いたご意見のうち、当社からの回答済みの内容を下表に挙げる。

委員からのご意見 当社からの回答

原子力安全・保安院が7月に示した評価

 
フロー図

 

、四国電力の11月の説明資料

 
には「想定する地震を徐々に大きくし、

 
機器の故障により冷却ができなくなる限

 
界の大きさを評価」とあり、それがクリ

 
フエッジだと図で説明している。そのよ

 
うな作業を本当に実施しているのか。

各施設の評価にあたり、機器等線形解析を行っているものにつ

 
いてはＳｓに対する評価値の裕度を算出し、非線形性の影響を

 
考慮すべき建屋等、Ｓｓを用いた裕度評価が適切でないものに

 
ついては、α×Ｓｓによる評価を行うことにしている。当社説

 
明資料「伊方発電所3号機

 

安全性に関する総合評価（ストレ

 
ステスト）一次評価の評価フロー（例；地震）」（平成23年11

 
月）には基準地震動Ｓｓを入力した時の発生応力等を用いて許

 
容値と比較し、裕度を算出するというプロセスを示している。

原子力安全委員会の原子力安全・保安院

 
に対する指示において、評価対象事項と

 
して「シビアアクシデントに至った場合

 
の影響緩和策」と明記されている以上、

 
ストレステスト報告書にはそのような評

 
価がなされていなければならないと考え

 
る。

当社は原子力安全・保安院の指示文書に基づき評価を行ってお

 
り、その他シビアアクシデント・マネジメントの事項において、

 
シビアアクシデント・マネジメント対策（燃料の重大な損傷を

 
防止するための措置、放射性物質の大規模な放出を防止するた

 
めに閉じ込め機能の健全性を維持するための措置）について、

 
多重防護の観点からその効果を示している。ここで、「シビア

 
アクシデントに至った場合の影響緩和策」とは、放射性物質の

 
大規模な放出を防止するために閉じ込め機能の健全性を維持す

 
るための措置に対応するものである。

○

 

意見聴取会
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【参考】原子力安全・保安院による審査状況（２／２）

○

 

原子力安全・保安院、（独）原子力安全基盤機構による審査

・地震、津波及び地震・津波の重畳を起因とした全交流電源喪失、最終ヒートシンクの

 喪失に至る事故シナリオに関する評価

・緊急安全対策等、事象の進展に応じて必要となる防護措置の成立性及び信頼性

・解析結果における品質保証に係る取り組み状況

・地震に係るストレステストに対する経年変化の考慮としての経年変化要素の網羅性、

 耐震性への影響度合いを考慮した要素の選定、当該要素が顕在化する可能性がある設

 備及び部位の選定

・ＭＯＸ燃料の炉心への装荷条件、使用済燃料ピットの貯蔵条件、炉心及び使用済燃料

 ピットの冷却継続時間の評価に用いた崩壊熱におけるアクチニド核種の取扱い

等の質問を受けており、適宜説明を行っている。
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